
宿泊施設業態多角化支援補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、米子市補助金等交付規則（平成１７年米子市規則第４６号。以下「規則」という。）

第５条第２項の規定に基づき、宿泊施設業態多角化支援補助金（以下「本補助金」という。）の交付につ

いて、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （交付目的） 

第２条 本補助金は、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に、都市部の企業において、危機管理対策

として、地方へのサテライトオフィスの設置又はテレワークの推進等が見込まれる中、その受皿となる

ための環境の整備を行う宿泊施設を支援することで、宿泊施設の業態の多角化による施設の稼働率の向

上を図り、もって地域経済の減速の回避及び回復に資することを目的として交付する。 

 

 （補助金の交付） 

第３条 市は、前条の目的の達成に資するため、別表第１項に定める事業（以下「補助対象事業」という。）

を行う同表第２項に定める者（以下「補助対象事業者」という。）に対し、予算の範囲内で本補助金を交

付する。 

２ 本補助金の額は、補助対象事業に要する別表第３項に定める経費（以下「補助対象経費」という。）の

額（仕入控除税額（当該補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金

額と、当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額と

の合計額をいう。）を除く。）の合計額に、４分の３を乗じて得た額（７５万円を上限とし、本補助金以

外の補助金等の交付を受ける場合は、当該補助金等の額を除き、千円未満の端数は切り捨てるものとす

る。）以下の額とする。 

３ 本補助金の交付は、一の宿泊施設につき、１回に限るものとする。 

４ 補助対象事業の実施に当たっては、米子市中小企業振興条例（令和２年米子市条例第１２号）の趣旨

を踏まえ、市内の中小企業者等（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定す

る中小企業者に該当するもの及び同条第５項に規定する小規模企業者をいう。以下この項において同

じ。）への発注に努めなければならない。ただし、やむを得ない事情で市内の中小企業者等への発注が困

難と市長が認めた場合については、この限りでない。 

 

（交付申請） 

第４条 本補助金の交付の申請（次項及び次条第１項において「交付申請」という。）は、令和３年１月２

９日までに行わなければならない。 

２ 交付申請をしようとする者は、規則第６条第１項に規定する補助金等交付申請書に次に掲げる書類を

添付して、市長に提出しなければならない。 

⑴ 宿泊施設業態多角化実施計画書・事業収支予算書（別記様式） 

⑵ 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

（交付決定） 

第５条 本補助金の交付の決定（次項及び次条において「交付決定」という。）は、原則として、交付申請

を受けた日から２０日以内に行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定の通知は、規則第９条第１項に規定する補助金等交付決定通知書により行うもの

とする。 

 

（実績報告等） 

第６条 前条の規定による交付決定を受けた補助対象事業者は、補助対象事業が完了したとき（規則第１

１条第１項の規定により当該補助対象事業の中止若しくは廃止の承認を受けたときを含む。）は、当該補

助対象事業が完了した日若しくは補助対象事業の中止若しくは廃止の承認を受けた日（以下この条にお

いて「完了日等」という。）から起算して１５日を経過する日又は完了日等の属する年度の翌年度の４月

javascript:void(0);
javascript:void(0);


１０日のいずれか早い日までに、規則第１８条第１項に規定する補助事業等実績報告書に次に掲げる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 宿泊施設業態多角化実績報告書・事業収支決算書（別記様式） 

⑵ 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

（補助金の支払）第７条 補助対象事業者への本補助金の支払は、規則第１９条第１項の規定による本補

助金の額の確定に基づき行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象事業者が希望する場合において、市長が特に必要があると認める

ときは、市長は、本補助金の概算払を行うことができる。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年６月１１日から施行し、同年４月１日以後に実施する補助対象事業について適用

する。 

 

 

別表（第３条関係） 

 

１ 補助対象事業 

市内の宿泊施設において、テレワーク等が行える環境を整備する目的で行う次

の各号のいずれかに該当する事業 

⑴ 客室等におけるインターネット環境の整備 

⑵ 客室等におけるテレビ会議システムの整備 

⑶ サテライトオフィス及びテレワーク勤務に供するための執務室及び会議

室の整備 

２ 補助対象事業者 

市内に所在する宿泊施設において、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第

２条第２項に規定する旅館・ホテル営業又は同条第３項に規定する簡易宿所営

業を営む者。（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第６項４号の施設を除く。） 

３ 補助対象経費 

補助対象事業の実施に要する経費として、次に掲げるもの 

⑴ 設備等導入費 

   設備等の導入（購入、設置、リース費用等）に係る経費 

⑵ 工事費 

   宿泊施設の改修工事に係る経費（設計費用を含む。） 

 


